
 

 

このうち、定年制を廃止

した中小企業は 3,982社

（同 137社増）、割合は

2.9％（同変動なし）でし

た。また、65歳以上定年と

している中小企業は 2万

3,187社（同 1,192社増）、

割合は 16.9％（同 0.4ポイ

ント増）でした。 

◆「希望者全員 66歳以上の

継続雇用制度」の導入状況 

希望者全員が 66歳以上ま

で働ける継続雇用制度を導

入している企業は、全体で

7,444社（同 685社増）、割

合は 4.9％（同 0.4ポイント

増）となり、このうち中小

企業は 7,147社（同 633社

増）、割合は 5.2％（同 0.3

ポイント増）という状況で

す。 

◆「70歳以上まで働ける企

業」について 

70歳以上まで働ける企業

は、全体で 3万 2,478社

（同 2,527社増）、割合は

21.2％（同 1.1ポイント増）

という状況です。 

◆制度見直しの必要性 

以上のように、人手の確

保が大変な時代になり、定

年制の廃止や年齢引上げを

実施する企業は増加してい

ますが、こうした状況は今

後も続きそうです。 

また、最近の裁判例で

は、「長澤運輸事件（地裁判

決）」や「トヨタ自動車事件

（高裁判決）」などのよう

に、定年後の再雇用に伴う

賃金や職種変更に関して、

企業にとって厳しい判決が

出るケースがあるようで

す。定年後の再雇用制度を

設けている企業では、制度

の内容や実施方法について

見直しが必要かもしれませ

ん。 

 

「賃上げ実施の中小企

業」の法人税減税を拡大

へ 

◆2017 年度税制改正で中小

企業の法人税減税額引上げ

の方針 

政府・与党は、資本金 1億

円以下の中小企業における

賃上げの機運を高めるため、

「所得拡大促進税制」を拡充

して賃上げを実施した中小

企業の法人税の減税額の引

き上げることを、12月にまと

める与党税制改正大綱に盛

り込む方針を固めました。 

◆「所得拡大促進税制」って

何？ 

本制度は 2013 年度に導入

され、中小企業だけでなく大

企業も活用することができ

ます。 

具体的には、2012年度の給

与支給総額に比べて 3％以

上、また、支給総額と従業員

の平均給与が前年度以上の

場合に、増加分の 10％が法人

税額から減額されるという制

度で、2014 年度には約 7 万

4,000 社の中小企業が本制度

を利用していますが、中小企

業全体から見ればごく一部に

とどまっています。 

最低賃金の引上げ等も行わ

れていますが、今年の中小企

業の賃上げ幅は、厚生労働省

の調査によれば 1.1％です。 

そこで、この減額幅を 20％

に引き上げることにより中小

企業の賃上げを促す、という

のが改正方針の趣旨です。 

◆対象となる「賃上げ」とは？ 

本制度の対象となる賃上げ

には、正社員の基本給引上げ

（ベースアップ）だけでなく、

賞与支給額やパート・アルバ

イトの賃金の引上げも含まれ

ます。 

賞与支給額は業績に左右さ

れるものですが、本制度は事

前申請なしに利用できるの

で、「思わぬ好景気に見舞われ

た」という企業にとってはチ

ャンスです。 

また、人材確保のためパー

トの正社員化を進めたり、時

給引上げ等を行ったりしてい

る企業でも要件を満たす可能

性があります。 

一度、自社の給与支給総額の

変化を確認してみてはいかが

でしょうか？ 

 

 

長は「定年後再雇用での賃金

減額は一般的であり、社会的

にも容認されている」とし、

賃金の引下げは違法だとし

て差額の支払い等を命じた

東京地裁判決を取り消し、労

働者側の訴えを棄却しまし

た。 

労働者側の弁護士は、「減

額が一般的であるとしても

通常は職務内容や責任が変

わっており、社会的に容認と

する根拠は何もない」とし

て、上告する方針を示してい

ます。 

◆賃金の設定には慎重な判

断が必要 

最高裁まで進む可能性が

あるため、司法における最終

的な判断がどのように確定

するのかは不明ですが、「控

訴審の判断が妥当」と見る向

きが多いようです。 

しかし、この事件が定年後

再雇用者の処遇についての

これまでの常識（当然のよう

に賃金の引下げを行うこと）

について一石を投じたこと

には間違いはなく、最終的な

結論がどちらに転んだとし

ても、今後、会社としては「定

年後再雇用者の処遇」につい

ては慎重な判断が求められ

ると言えるでしょう。 

「定年廃止・年齢引上げ」

を実施する中小企業の割

合は？ 
◆定年廃止・年齢引上げを

行う中小企業は増加 

厚生労働省から、平成 28

年「高年齢者の雇用状況」

（6月 1日現在）が公表さ

れました。 

これは、企業に求められ

ている高年齢者の雇用状況

の報告を基に「高年齢者雇

用確保措置」の実施状況な

どを集計したもので、今回

の集計では、従業員 31人以

上の企業 15万 3,023社の状

況がまとめられています。 

この結果から中小企業

（従業員 31人～300人規

模。集計対象は 13万 7,213

社）の状況を見てみましょ

う。 

◆「定年制の廃止」「65歳

以上定年」について 

定年制を廃止している企

業は全体で 4,064社（前年

比 154社増）、割合は 2.7％

（同 0.1ポイント増）とな

り、定年を 65歳以上として

いる企業は全体で 2万

4,477社（同 1,318社増）、

割合は 16.0％（同 0.5ポイ

ント増）となりました。 

「定年後再雇用者の賃金

減額」をめぐる裁判で会

社側が逆転勝訴 

◆東京地裁から東京高裁へ 

今年 5月、東京地裁におい

て、定年後に１年ごとの契約

で嘱託社員として再雇用さ

れた複数の労働者（トラック

ドライバー）の職務内容が定

年前と変わらないにもかか

わらず、会社（長澤運輸）が

賃金を約３割引き下げたこ

と（正社員との賃金格差）は

労働契約法第 20 条の趣旨に

反しており違法との判決が

ありました。 

賃金格差について同条（期

間の定めがあることによる

不合理な労働条件の禁止）の

違反を認めた判決は過去に

例がなく、「通常の労働者と

定年後再雇用された労働者

との不合理な格差是正に大

きな影響を与える画期的な

判決である」との評価もあ

り、人事労務担当者にとって

は大きなインパクトのある

判決として受け止められま

した。その後、会社側が控訴

していましたが、11 月 2 日

にその判決が東京高裁であ

りました。 

◆控訴審における判断は？ 

控訴審判決において、裁判
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